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証券コー ド  501A 

2026年６ 月 12日  

（電子提 供措置 の開 始日  2026年６ 月５ 日）  

株  主  各  位  

 

東京都新宿区西新宿二丁目６番１号  

株式会社プレシャスパートナーズ  

代表取締役社長  髙﨑  誠司  

 

第18期定時株主総会招集ご通知  
 

拝啓  平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。  

さて、当社の第 18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。  

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報

（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インター

ネット上の当社ウェブサイトに「第 18期定時株主総会招集ご通知」とし

て掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスの上、ご

確認くださいますようお願い申し上げます。  

 

＜ 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト ＞  

https://p-partners.co.jp/  

ま た 、 上 記 の ほ か 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 下 記 ウ ェ ブ サ イ ト に も 掲 載 し て お り ま す 。  

 

＜ 東 京 証 券 取 引 所 ウ ェ ブ サ イ ト ＞  

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show  

（ 上 記 の ウ ェ ブ サ イ ト に ア ク セ ス い た だ き 、「 銘 柄 名 （ 会 社 名 ）」 に 「 プ レ シ ャ ス

パ ー ト ナ ー ズ 」、 ま た は 「 コ ー ド 」 に 当 社 証 券 コ ー ド 「 501A」 を 入 力 ・ 検 索 し 、「 基

本 情 報 」「 縦 覧 書 類 /PR情 報 」 を 順 に 選 択 の う え 、 ご 覧 く だ さ い 。）  

 

なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）により議決権を行使

できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、 2026年

６月 26日（金曜日）午後５時までに議決権をご行使いたしますようお願

い申し上げます。  

書面（郵送）による議決権行使の場合、 議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送

ください。  

敬具  

https://p-partners.co.jp/
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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記  

 

１．日   時    2026年６月 29日（月）  午前 10時  

 

２．場   所    東京都新宿区西新宿２丁目６番１号  

新宿住友ビル 35F 本社会議室  

 

３．目的事項  

報告事項  第 18期（ 2025年４月１日から 2026年３月 31日まで）

事業報告の件  

決議事項  

第１号議案  第 18期（ 2025年４月１日から 2026年３月 31日まで）
計算書類承認の件  

 
第２号議案  剰余金処分の件  
 
第３号議案  取締役１名選任の件  
 
第４号議案  ストック・オプションとして新株予約権を発行する

件、並びに募集事項の決定を当社取締役会に委任す

る件  
 
第５号議案  取締役（社外取締役を除く）に対するストック・オ

プション報酬額決定の件  

 

以上  

 

※  当日 ご出席 の際 は、会場 受付に てお 名前をお 申し出 くだ さい。代 理人に より

ご出席さ れる場 合は 、お手数 ながら 同封 の委任状 用紙を 会場 受付にご 提出く

ださいま すよう お願 い申し上 げます 。  

※  電子 提供措 置事 項に修正 が生じ た場 合は、上 記イン ター ネット上 の当社 ウェ

ブサイト 及び東 証ウ ェブサイ トにお いて 、その旨 、修正 前及 び修正後 の事項

として掲 載いた しま す 。  
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株主総会参考書類  

議案及び参考事項 

 

第１号議案 第 18 期（2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日まで）計算書類承認の件 

会社法第 438 条第２項に基づき、当社第 18 期（2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日ま

で）計算書類のご承認をお願いするものであります。議案の内容につきましては 20 頁から

28 頁までに記載のとおりであります。 

なお、当社取締役会は、第 18 期の計算書類が、法令及び定款に従い、会社の財産及び損

益の状況を正しく示しているものと判断しております。また、監査役の意見は、29 頁の監

査報告書に記載のとおりであります。 

 

 

第２号議案 剰余金処分の件 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置づけており、

業績の状況、財務体質を勘案し、安定的な配当を実施することを基本方針としております。 

この方針に基づき、第 18 期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存

じます。 

 

１．配当財産の種類 

金銭 

 

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金 21 円 15 銭 

総額 10,575,000 円 

 

３．剰余金の配当が効力を生じる日 

2026 年６月 30 日 

 

 

第３号議案 取締役１名選任の件 

経営体制の一層の強化を図るため、取締役１名の選任をお願いするものであります。取締

役候補者は次のとおりであります。 

氏 名 

（生年月日） 
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

所 有 す る 当

社株式の数 

中川
なかがわ

 梓
あずさ

 

（1987 年４月１日生） 

2011 年１月 

2020 年４月 

株式会社プレシャスパートナーズ 入社 

当社執行役員 CHO 兼人事部部長（現任） －株 

(注）１．候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

２．候補者の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在のものであります。 

３．中川梓氏は、新任の取締役候補者であります。 

 

 中川梓氏は、当社入社後、営業職を経て人事部の立ち上げに携わり、採用・教育業務を中

心に人事・組織体制の強化に取り組んでまいりました。現在は執行役員 CHO 兼人事部部長と

して、人事課及び総務課を管掌しており、人材採用・育成及び組織運営に関する豊富な経験

を有しております。当社は、同氏の経験及び知見が、今後の経営体制並びに人事・組織体制

の強化に資するものと判断し、取締役候補者といたしました。 
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第４号議 案  ス トッ ク・オプ ション とし て新株予 約権を 発行 する件、 並びに 募集

事項の決 定を当 社取 締役会に 委任す る件  

Ⅰ．スト ック・ オプ ションと して新 株予 約権を発 行する 理由  

 当 社 の 結 束 力 を さ ら に 高 め 、 中 長 期 的 な 業 績 拡 大 及 び 企 業 価 値 の 増 大 を 目 指

す に あ た り 、 よ り 一 層 意 欲 及 び 士 気 を 向 上 さ せ る こ と を 目 的 と し て 、 当 社 の 取

締 役 及 び 従 業 員 に 対 し て 、 無 償 に て 新 株 予 約 権 を 発 行 す る こ と 、 並 び に ス ト ッ

ク ・ オ プ シ ョ ン と し て 発 行 す る 新 株 予 約 権 の 募 集 事 項 の 決 定 を 当 社 取 締 役 会 に

委任する ことに つき ご承認を お願い する ものであ ります 。  

 な お 、 新 株 予 約 権 の 発 行 は 、 有 利 発 行 に 該 当 す る 可 能 性 が あ る こ と か ら 、 本

株 主 総 会 に お い て 、 株 主 の 皆 様 か ら 特 別 決 議 に よ る ご 承 認 を い た だ け る こ と を

条 件 に 、 ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン と し て 新 株 予 約 権 を 発 行 す る こ と と い た し ま し

た。  

 

Ⅱ．新株 予約権 の発 行要項  

 

1.本新株 予約権 の目 的である 株式の 種類 及び数又 は算定 方法  

当 社の普 通株 式 50,000 株 を上限 とする 。但し、 第 2 項 の定 めにより 本新株

予約権 1 個あ たり の 目的とな る株式 数が 調整され る場合 には 、当該調 整後の 目

的となる 株式数 に本 新株予約 権の個 数を 乗じた数 に調整 され るものと する。  

 

2.本新株 予約権 の数  

発行する 新株予 約権 の数 は 50,000 個 を 上限とす る。本 新株 予約 権 1 個あた

りの目的 となる 株式 数は 1 株とす る。但 し、本新 株予約 権 1 個あたり の目的 と

なる株式 数は、 以下 の定めに より調 整さ れる。  

 (1) 当 社 が 普 通 株 式 に つ い て 株 式 の 分 割 又 は 併 合 を 行 う 場 合 に は 、 未 行 使 の

本新株予 約権に つい てその 1 個あた り の目的た る株式 数を 次の算式 に従

い調整す るもの とし 、調整に より生 じ る 1 株の 100 分の 1 未満 の端数 は

切 り 捨 て る 。「 分 割 の 比 率 」 と は 、 株 式 分 割 後 の 発 行 済 普 通 株 式 総 数 を

株 式 分 割 前 の 発 行 済 普 通 株 式 総 数 で 除 し た 数 を 、「 併 合 の 比 率 」 と は 、

株 式 併 合 後 の 発 行 済 普 通 株 式 総 数 を 株 式 併 合 前 の 発 行 済 普 通 株 式 総 数 で

除 し た 数 を 、 そ れ ぞ れ 意 味 す る も の と し 、 以 下 同 じ と す る 。 調 整 後 の 株

式数は、 株式分 割の 場合は会 社法 第 183 条第 2 項 第 1 号 に 基づく株 式分

割 の 割 当 基 準 日 の 翌 日 以 降 、 株 式 併 合 の 場 合 は 株 式 併 合 の 効 力 発 生 日 の

翌日以降 、それ ぞれ 適用され るもの とす る。  

 調整後株 式数  ＝  調 整前株式 数  × 分 割 ・併合の 比率  

 (2) 当 社 が 株 主 割 当 て の 方 法 に よ り 募 集 株 式 の 発 行 又 は 処 分 を 行 う 場 合 、 株

式 無 償 割 当 て を 行 う 場 合 、 合 併 す る 場 合 、 株 式 交 換 を 行 う 場 合 、 株 式 交

付 を 行 う 場 合 、 会 社 分 割 を 行 う 場 合 そ の 他 必 要 と 認 め ら れ る 場 合 に は 、

当社 は適 当と認 める 本新株予 約権 1 個 あたりの 目的た る株 式数の調 整を

行う。  

 (3) 本項の定 めに基 づき 本新株予 約権 1 個 あたりの 目的た る株 式数の調 整が

行 わ れ る 場 合 に は 、 当 社 は 関 連 事 項 決 定 後 遅 滞 な く 本 新 株 予 約 権 を 保 有

す る 者 （ 以 下 「 権 利 者 」 と い う 。） に 対 し て 、 そ の 旨 並 び に そ の 事 由 、

調整後の 株式数 及び 適用の日 その他 の必 要事項を 通知す るも のとする 。  

 

3.本新株 予約権 の払 込金額  

本新株予 約権は 無償 で発行す る。  
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4.本新株 予約権 の行 使に際し て出資 され る財産の 価額又 はそ の算定方 法  

1 株につ き  金 1,750 円（以 下「 行使価 額」とい う。） とし 、本新株 予約権

1 個 あ た り の 行 使 に 際 し て 出 資 さ れ る 財 産 の 価 額 は 、 行 使 価 額 に 本 新 株 予 約

権 1 個あたり の目 的となる 株式数 を乗 じた金額 とする 。但 し、行使 価額は 以

下に定め るとこ ろに 従い調整 される 。  

 (1) 当 社 が 普 通 株 式 に つ い て 株 式 の 分 割 若 し く は 併 合 を 行 う 場 合 に は 、 未 行

使 の 本 新 株 予 約 権 に つ い て 、 行 使 価 額 を 次 の 算 式 に 従 い 調 整 す る も の と

し、調整 により 生じ る 1 円未 満の端 数 は切り上 げる。 調整 後の行使 価額

の 適 用 時 期 は 、 第 2 項 第 (1)号 の 調 整 後 の 株 式 数 の 適 用 時 期 に 準 じ る も

のとする 。  

                         1 

調整後行 使価額  ＝  調整前 行使価 額  ×  

                     分 割・併 合の 比率  

 (2) 当 社 が 株 主 割 当 て の 方 法 に よ り 普 通 株 式 の 発 行 又 は 処 分 を 行 う 場 合 、 株

式 無 償 割 当 て を 行 う 場 合 、 合 併 す る 場 合 、 株 式 交 換 を 行 う 場 合 、 株 式 交

付 を 行 う 場 合 、 会 社 分 割 を 行 う 場 合 そ の 他 必 要 と 認 め ら れ る 場 合 に は 、

当社 は適 当と認 める 行使価額 の調整 を行 う。  

 (3) 本 項 の 定 め に 基 づ き 行 使 価 額 の 調 整 が 行 わ れ る 場 合 に は 、 当 社 は 関 連 事

項 決 定 後 遅 滞 な く 権 利 者 に 対 し て 、 そ の 旨 並 び に そ の 事 由 、 調 整 後 の 行

使価額及 び適用 の日 その他の 必要事 項を 通知する ものと する 。  

 

5.本新株 予約権 を行 使するこ とがで きる 期間  

本新株予 約権に 関す る付与決 議日後 2 年 を経過し た日か ら 、 2032 年 6 月 29 

日まで。  

但し、行 使期 間の最 終日が 当 社の 休業日 にあたる 場合 には、 その前営 業日 を

最終日と する。  

 

6.本新株 予約権 の行 使の条件 等  

 (1) 本 新 株 予 約 権 の 行 使 は 、 行 使 し よ う と す る 本 新 株 予 約 権 又 は 権 利 者 に つ

いて第 7 項各号 に 定める取 得事由 が発 生してい ないこ とを 条件とし 、取

得 事 由 が 生 じ た 本 新 株 予 約 権 の 行 使 は 認 め ら れ な い も の と す る 。 但 し 、

当社 が特 に行使 を認 めた場合 はこの 限り でない。  

 (2) 権 利 者 は 、 当 社 の 株 式 の 株 式 会 社 東 京 証 券 取 引 所  TOKYO PRO Market 及

び 証 券 会 員 制 法 人 福 岡 証 券 取 引 所  Fukuoka PRO Market 以 外 の い ず れ か

の 株 式 公 開 市 場 へ の 上 場 が な さ れ る ま で の 期 間 は 、 本 新 株 予 約 権 を 行 使

す る こ と は で き な い も の と す る 。 但 し 、 当 社 が 特 に 行 使 を 認 め た 場 合 は

この限り でない 。  

 (3) 権利者は 、第 7 項 第 (5)号 に定め る身 分を有し ていた 期間 が合計 で 2 年

以 上 と な る ま で は 、 本 新 株 予 約 権 を 行 使 す る こ と は で き な い も の と す る 。

但し、 当 社が特 に行 使を認め た場合 はこ の限りで ない。  

 (4) 本 新 株 予 約 権 の 行 使 は 権 利 者 が 生 存 し て い る こ と を 条 件 と し 、 権 利 者 が

死 亡 し た 場 合 、 本 新 株 予 約 権 は 相 続 さ れ ず 、 本 新 株 予 約 権 は 行 使 で き な

くなるも のとす る。  

 (5) 本新株予 約権の 行使 は 1 新株 予約権 単 位で行う ものと し、 各新株予 約権

の一部の 行使は 認め られない ものと する 。  

 

7.当社が 本新株 予約 権を取得 するこ とが できる事 由  
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当 社は、 以下 の各号 に基づき 、本 新株予 約権を取 得す ること ができる 。 当 社

は、以下 の各 号に定 める取得 の事 由が生 じた本新 株予 約権を 取得する 場合 、取

締役会の 決議 （取締 役会設置 会社 でない 場合には 株主 総会の 決議）に より 別途

定める日 にお いてこ れを取得 する ものと する。ま た、 当社は 以下の各 号に 定め

る取得の 事由 が生じ た本新株 予約 権の全 部又は一 部を 取得す ることが でき 、一

部を取得 する 場合は 、取締役 会の 決議（ 取締役会 設置 会社で ない場合 には 株主

総会の決 議）に より 取得する 本新株 予約 権を決定 するも のと する。  

 (1) 当 社 が 消 滅 会 社 と な る 吸 収 合 併 若 し く は 新 設 合 併 、 当 社 が 分 割 会 社 と な

る 吸 収 分 割 若 し く は 新 設 分 割 、 又 は 当 社 が 完 全 子 会 社 と な る 株 式 交 換 若

し く は 株 式 移 転 （ 以 下 こ れ ら を 総 称 し て 「 組 織 再 編 行 為 」 と い う 。） に

つ い て 、 法 令 上 又 は 当 社 の 定 款 上 必 要 な 当 社 の 株 主 総 会 の 承 認 決 議 （ 株

主 総 会 決 議 に 替 え て 総 株 主 の 同 意 が 必 要 で あ る 場 合 に は 総 株 主 の 同 意 の

取 得 、 そ の い ず れ も 不 要 で あ る 場 合 に は 、 取 締 役 会 の 決 議 （ 取 締 役 会 設

置 会 社 で な い 場 合 に は 取 締 役 の 決 定 ）） が 行 わ れ た 場 合 、 当 社 は 本 新 株

予約権を 無償で 取得 すること ができ る。  

 (2) 当 社 の 発 行 済 株 式 総 数 の 過 半 数 の 株 式 を 特 定 の 第 三 者 （ 当 社 の 株 主 を 含

む 。） が 保 有 す る こ と と な る 、 同 時 又 は 実 質 的 に 同 時 に 行 わ れ る 株 式 の

譲 渡 に か か る 書 面 に よ る 合 意 が 、 当 該 株 式 の 各 保 有 者 と 当 該 第 三 者 と の

間 で 成 立 し た 場 合 （ 株 式 交 付 に よ る 場 合 を 除 く 。）、 当 社 は 本 新 株 予 約 権

を無償で 取得す るこ とができ る。  

 (3) 当 社 を 株 式 交 付 子 会 社 と す る 株 式 交 付 に よ る 株 式 譲 渡 に つ い て 法 令 上 若

し く は 当 社 の 定 款 上 必 要 な 当 社 の 承 認 が 行 わ れ た 場 合 、 又 は か か る 株 式

交 付 の 効 力 発 生 日 が 到 来 し た 場 合 、 当 社 は 本 新 株 予 約 権 を 無 償 で 取 得 す

ることが できる 。  

 (4) 当社の株 主によ る株 式等売渡 請求（ 会社 法第 179 条 の 3 第 1 項に 定義す

る も の を 意 味 す る 。） を 当 社 が 承 認 し た 場 合 、 当 社 は 本 新 株 予 約 権 を 無

償で取得 するこ とが できる。  

 (5) 権 利 者 が 下 記 い ず れ の 身 分 と も 喪 失 し た 場 合 、 当 社 は 、 当 該 権 利 者 が 保

有する本 新株予 約権 を無償で 取得す るこ とができ る。  

  ①  当社 の取 締役又 は監 査役  

  ②  当社 の使 用人  

  ③  顧 問 、 ア ド バ イ ザ ー 、 コ ン サ ル タ ン ト そ の 他 名 目 の 如 何 を 問 わ ず 当

社との間 で委任 、請 負等の継 続的な 契約 関係にあ る者  

 (6) 権 利 者 に 次 の い ず れ か に 該 当 す る 事 由 が 発 生 し た 場 合 、 当 社 は 、 当 該 権

利者が保 有する 本新 株予約権 を無償 で取 得するこ とがで きる 。  

  ①  権利者が 拘禁刑 以上 の刑に処 せられ た場 合  

  ②  権 利 者 が 当 社 と 競 合 す る 業 務 を 営 む 法 人 を 直 接 若 し く は 間 接 に 設 立

し 、 又 は そ の 役 員 若 し く は 使 用 人 に 就 任 す る な ど 、 名 目 を 問 わ ず 当

社 と 競 業 し た 場 合 。 但 し 、 当 社 の 書 面 に よ る 事 前 の 承 認 を 得 た 場 合

を除く。  

  ③  権利者が 法令違 反そ の他不正 行為に より 当社の信 用を損 ねた 場合  

  ④  権 利 者 が 差 押 、 仮 差 押 、 仮 処 分 、 強 制 執 行 若 し く は 競 売 の 申 立 を 受

け、又は 公租公 課の 滞納処分 を受け た場 合  

  ⑤  権 利 者 が 支 払 停 止 若 し く は 支 払 不 能 と な り 、 又 は 振 り 出 し 若 し く は

引き受け た手形 若し くは小切 手が不 渡り となった 場合  

  ⑥権 利 者 に つ き 破 産 手 続 開 始 、 民 事 再 生 手 続 開 始 、 会 社 更 生 手 続 開 始 、

特 別 清 算 手 続 開 始 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 手 続 開 始 の 申 立 が あ っ た 場

合  
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  ⑦  権利者に つき解 散の 決議が行 われた 場合  

 

  ⑧  権 利 者 が 反 社 会 的 勢 力 （ 暴 力 団 、 暴 力 団 員 、 暴 力 団 準 構 成 員 、 暴 力

団 関 係 企 業 、 総 会 屋 、 そ の 他 暴 力 、 威 力 又 は 詐 欺 的 手 法 を 使 用 し て

経 済 的 利 益 を 追 求 す る 集 団 又 は 個 人 を 意 味 す る 。 以 下 同 じ 。） で あ る

こ と 、 又 は 資 金 提 供 等 を 通 じ て 反 社 会 的 勢 力 と 何 ら か の 交 流 若 し く

は関与を 行って いる ことが判 明した 場合  

  ⑨  権 利 者 が 本 要 項 又 は 本 新 株 予 約 権 に 関 し て 当 社 と 締 結 し た 契 約 に 違

反した場 合  

 (7) 権 利 者 が 当 社 の 取 締 役 若 し く は 監 査 役 又 は 使 用 人 の 身 分 を 有 す る 場 合

（ 本 新 株 予 約 権 発 行 後 に か か る 身 分 を 有 す る に 至 っ た 場 合 を 含 む 。） に

お い て 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る 事 由 が 発 生 し た 場 合 、 当 社 は 、 当 該 権

利者が保 有する 本新 株予約権 を無償 で取 得するこ とがで きる 。  

  ①  権 利 者 が 自 己 に 適 用 さ れ る 当 社 の 就 業 規 則 に 規 定 す る 懲 戒 事 由 に 該

当した場 合  

  ②  権 利 者 が 役 員 と し て の 善 管 注 意 義 務 等 当 社 に 対 す る 義 務 に 違 反 し た

場合  

 (8) 当 社 が 解 散 の 決 議 を 行 っ た 場 合 、 当 社 は 本 新 株 予 約 権 を 無 償 で 取 得 す る

こ と が で き る 。 本 号 に 基 づ き 本 新 株 予 約 権 を 取 得 す る 場 合 、 本 項 柱 書 に

定 め る 「 取 締 役 会 の 決 議 」 は 「 清 算 人 会 の 決 議 」 と 、「 取 締 役 会 設 置 会

社」は「 清算人 会設 置会社」 と読み 替え るものと する。  

 

8.行使手 続  

本新株予 約権 を行使 する者は 、 当 社の指 定する請 求書 を 当社 に提出し 、且 つ

行使価額 の全額 を支 払わなけ ればな らな い。  

 

9.本新株 予約権 の譲 渡制限  

本新株予 約権を 譲渡 するには 、当会 社の 承認を受 けなけ れば ならない 。  

 

10.新株 予約権 証券  

本新株予 約権の 新株 予約権証 券は発 行し ない。  

 

11.本 新 株 予 約 権 の 行 使 に よ り 株 式 を 発 行 す る 場 合 に お け る 増 加 す る 資 本 金 及 び

資本準備 金に関 する 事項  

本新株予 約権 の行使 により株 式を 発行す る場合の 増加 する資 本金の額 は、 会

社計算規 則 第 17 条 に従い算 出され る資 本金等増 加限度 額 に 0.5 を 乗じた 額と

し、計算 の結果 1 円 未満の端 数を生 じる 場合は、 その端 数を 切り上げ るもの と

する。増 加す る資本 準備金の 額は 、資本 金等増加 限度 額より 増加する 資本 金の

額を減じ た額と する 。  

 

12.組織 再編行 為の 際の取扱 い  

当 社が組 織再 編行為 を行う場 合は 、組織 再編行為 の効 力発生 日の直前 にお い

て残存す る本 新株予 約権の権 利者 に対し て、手続 に応 じそれ ぞれ合併 にお ける

存続会社 若し くは新 設会社、 会社 分割に おける承 継会 社若し くは新設 会社 、又

は株式交 換若 しくは 株式移転 にお ける完 全親会社 （い ずれの 場合も株 式会 社に

限 る 。 以 下 総 称 し て 「 再 編 対 象 会 社 」 と い う 。） の 新 株 予 約 権 を 、 下 記 の 方 針

に従って 交付 するこ ととする 。但 し、下 記の方針 に従 って再 編対象会 社の 新株

予約権を 交付 する旨 を、組織 再編 行為に かかる契 約又 は計画 において 定め た場
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合に限る ものと する 。  

 

 (1) 交付する 再編対 象会 社の新株 予約権 の数  

  権 利 者 が 保 有 す る 本 新 株 予 約 権 の 目 的 で あ る 株 式 数 に 組 織 再 編 行 為 の 比

率 を 乗 じ た 数 を 目 的 で あ る 株 式 数 と す る 新 株 予 約 権 の 数 を そ れ ぞ れ 交 付

す る も の と す る 。「 組 織 再 編 行 為 の 比 率 」 と は 、 組 織 再 編 行 為 に お い て

当社の普 通株式 1 株に対し て交付 され る再編対 象会社 の普 通株式の 数の

割合を意 味する 。  

 (2) 新株予約 権の目 的で ある再編 対象会 社の 株式の種 類  

  再編対象 会社の 普通 株式とす る。  

 (3) 新株予約 権の目 的で ある再編 対象会 社の 株式の数  

  組織再編 行為の 条件 等を勘案 の上、第 1 項に準じ て決定 する 。  

 (4) 新株予約 権の行 使に 際して出 資され る財 産の価額 又はそ の算 定方法  

  組織再編 行為の 条件 等を勘案 の上、 第 4 項で定 められ る行 使価額を 調整

し て 得 ら れ る 再 編 後 行 使 価 額 に 、 第 (3)号 に 従 っ て 決 定 さ れ る 当 該 新 株

予約権の 目的で ある 再編対象 会社の 株式 の数を乗 じた額 とす る。  

 (5) 新株予約 権を行 使す ることが できる 期間  

  第 5 項に 定める 新 株予約権 を行使 する ことがで きる期 間の 初日と組 織再

編行為の 効力発 生日 のうちい ずれか 遅い 日から、 第 5 項 に 定める新 株予

約権を行 使する こと ができる 期間の 末日 までとす る。  

 (6) 権利行使 の条件 、取 得事由、 その他 の新 株予約権 の内容  

  本 新 株 予 約 権 の 内 容 に 準 じ て 、 組 織 再 編 行 為 に か か る 契 約 又 は 計 画 に お

いて定め るもの とす る。  

 (7) 新株予約 権の譲 渡制 限  

  新株予約 権の譲 渡に ついて、 再編対 象会 社の承認 を要す るも のとする 。  

 (8) 組織再編 行為の 際の 取扱い  

  本項に準 じて決 定す る。  

 

13.新株 予約権 を行 使した際 に生じる 1 株に満た ない端 数の 取り決め  

本新株予 約権の 行使 により権 利者に 交付 する株式 の数に 1 株 に満たな い端数

がある場 合には 、こ れを切り 捨てる もの とする。  

 

14.権利 者への 適用 関係等  

権利者が 個人 の場合 、本要項 中、 その性 質上法人 にの み適用 されるべ き条 項

は、適用 され ないも のとする 。権 利者が 法人の場 合、 本要項 中、その 性質 上個

人にのみ 適用さ れる べき条項 は、適 用さ れないも のとす る。  
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第 ５ 号 議 案  取締役（社外取締役を除く）に対するストック・オプション報酬額決定

の件 

当社の取締役の報酬等の額は、2025 年６月 24 日付の株主総会において、年額 200,000 千

円以内とご承認いただき、今日に至っております。 

このたび、当社取締役（社外取締役を除く。）に対して、当社の企業価値の持続的な向上

を図るインセンティブを付与するとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを

目的として、「第４号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件、並びに

募集事項の決定を当社取締役会に委任する件」が原案どおり承認可決されることを条件とし

て、従来の金銭報酬枠とは別枠にて、報酬等として以下のとおりストック・オプションとし

ての新株予約権を付与することにつき、ご承認をお願いするものであります。 

なお、現在の取締役の員数は４名（社外取締役０名）ですが、「第３号議案 取締役１名

選任の件」を原案どおりご承認いただけますと、５名（うち社外取締役０名）となります。 

 

１．付与 する新 株予 約権の内 容  

第４号議 案の「 Ⅱ ． 新株予約 権の発 行 要 項」 に記 載のと おり です。  

 

２．その 他の行 使条 件及び割 当条件 の概 要  

税 制 適 格 ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン と し て 発 行 す る こ と を 予 定 し て い る た

め 、 新 株 予 約 権 の 譲 渡 禁 止 そ の 他 税 制 適 格 要 件 を 充 足 す る た め の 規 定 を 、

付与対象 者と締 結す る割当契 約書に 定め ることを 予定し てお ります。  

な お 、 割 り 当 て る 取 締 役 を 選 定 す る 具 体 的 な 条 件 は 定 め て お り ま せ ん

が 、 イ ン セ ン テ ィ ブ 付 与 の 観 点 か ら 取 締 役 会 に て 適 切 に 決 定 い た し ま す 。  

 

３．付与 する新 株予 約権の上 限  

25,000 個と し、具 体 的な配分 方法は 取締 役会にて 決定い たし ます。  

 

４．付与 する新 株予 約権の総 額  

新株予約権 25,000 個分の公 正な評 価額 を上限と し、具 体的 な配分方 法

は 取 締 役 会 に て 決 定 い た し ま す 。 な お 、 使 用 人 と し て の 給 与 は 含 み ま せ

ん 。  
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株主総会会場ご案内図  

 

会場 東京都新宿区西新宿２丁目６番１号 新宿住友ビル35階 

株式会社プレシャスパートナーズ 本社 会議室 

 

会場最寄り駅 都営大江戸線「都庁前駅」A6 出口直結 

丸ノ内線「西新宿駅」2 番出口より徒歩 4 分 

JR 各線「新宿駅」西口より徒歩 8 分 
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（添付書類）  

事  業  報  告  

(2025年４ 月１日 か ら 2026年 ３月 31日 ) 
 

１．会社の現況に関する事項  

(１ ) 当 事業年 度の 事業の状 況  

① 当事業 年度の 事業 の経過及 び成果  

当事業年 度にお ける 我が国経 済は、 物価 上昇や為 替変動 、資 源価格の 変

動等の影 響を受 けつ つも、企 業収益 の改 善や雇用 ・所得 環境 の持ち直 し等

を背景と して、 緩や かな回復 基調で 推移 いたしま した。 一方 で、国際 的な

金利動向 、地政 学的 リスク、 物価上 昇の 長期化等 により 、先 行きにつ いて

は依然と して不 透明 な状況が 継続し てお ります。  

当社を取 り巻く 人材 ・採用支 援業界 にお きまして は、新 型コ ロナウイ ル

ス感染症 の収束 に伴 う経済社 会活動 の正 常化によ り、人 材需 要は徐々 に回復

基調とな りまし た。 また、企 業にお ける 人手不足 や採用 難は 継続して おり、

採用活動 の重要 性は 高まって おりま す。 一方で、 景気動 向、 物価上昇 及び人

件費の上 昇等が 企業 の採用活 動や採 用予 算に与え る影響 には 、引き続 き留意

が必要な 状況に あり ます 。  

このよう な環境 のも と、当社 は「仕 事を 通じて人 々の人 生を 豊かにす

る」とい うミッ ショ ンのもと 、採用 コン サルティ ング事 業を 中心に、 顧客企

業の採用 課題に 応じ た支援を 提供し てま いりまし た。採 用手 法のプラ ンニン

グ、求人 媒体の 選定 、面接や 内定後 のフ ォロー、 HRテッ クを 活用した 業務効

率化等を 通じて 、採 用から定 着・活 躍に 至るまで の支援 体制 の強化に 取り組

んでまい りまし た。  

この結果 、 当事 業年 度の売上 高は 1,534,485千円 （前事 業年 度比 12.9％

増）、営 業利益 は 105,966千円 （同 44.6％ 増）、経 常利益 は 105,002千円 （同

43.9％増 ）、当 期純 利益は 70,507千 円（ 同 77.6％ 増）と なり ました。 主な要

因として 、採用 コン サルティ ング事 業が 引き続き 堅調に 推移 したこと に加

え、企業 の採用 意欲 回復を背 景とし た既 存サービ スの提 供強 化及び営 業活

動の推進 が売上 高の 増加に寄 与いた しま した。ま た、人 材投 資等を実 施し

つつも、 増収効 果に より各利 益段階 にお いて前事 業年度 を上 回る結果 とな

りました 。  

 

② 資金調 達 の 状 況  

当事業年 度にお いて 、重要な 資金調 達は ありませ ん。  

 

③ 設備投 資の状 況  

当事業年 度にお いて 実施いた しまし た主 な設備投 資は、 営業 管理体制 及

び業務効 率化を 目的 とした Salesforceの 導入であ ります 。な お、当該 導入

に係るソ フトウ エア 仮勘定か らの振 替額 は 24,766千円で あり ます。  
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④ 重要な 組織再 編等 の 状況  

該当事項 はあり ませ ん。  

 

(２ ) 財 産及び 損益 の状況  

期別  

項目  

 
第 16期  

(2024年 ３ 月 期 )  

第 17期  

(2025年 ３ 月 期 )  

第 18期  

（ 当 事 業 年 度 ）  

(2026年 ３ 月 期 )  

売上高  (千円 ) 1,112,070 1,359,570 1,534,485 

経 常 利 益 又 は 経 常 損
失 （ △）  

(千円 ) △ 2,326 72,985 105,002 

当 期 純 利 益 又 は 当 期
純損失（ △）  

(千円 ) △ 3,946 39,691 70,507 

１ 株 当 た り 当 期 純 利
益 又 は １ 株 当 た り 当
期純損失 （△）  

(円 ) △ 7.89 79.38 141.02 

総資産  (千円 ) 1,047,822 1,190,946 1,207,945 

純資産  (千円 ) 129,013 168,705 231,249 

１ 株当た り純資 産 額  (円 ) 258.03 337.41 462.50 

(注）当 社は 2025年 ６月 24日 付で普 通株 式１株に つき 100株 の割合で 株式分 割を

行ってお ります 。第 16期の期 首に当 該株 式分割が 行われ たと 仮定して 、

１株当た り当期 純利 益 又は当 期純損 失 及 び１株当 たり純 資産 額を算定 し

ておりま す。  

 

(３ ) 重 要な親 会社 及び子会 社の状 況  

①親会社 との関 係  

該当事項 はあり ませ ん。  

 

②重要な 子会社 の状 況  

該当事項 はあり ませ ん。  

 

(４ ) 対 処すべ き課 題  

当社が対 処すべ き課 題として 認識し てい る事項は 、次の 通り でありま す。  

①  人材の採 用と育 成  

当社は、 採用コ ンサ ルティン グ企業 とし て、人材 が最も 重要 な経営資 源で

あると認 識して おり ます。企 業理念 に共 感し、当 社の事 業成 長を支え る人材

の確保及 び育成 は、 事業の維 持・発 展に おける重 要な課 題で あります 。今後

も、新入 社員研 修 や OJT制度 等を通 じ た 教育体制 の充実 を図 るととも に 、社

員が主体 的に能 力を 発揮でき る組織 風土 づくりに 取り組 んで まいりま す。  
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② 組織体 制の強 化 及 び営業体 制の拡 充  

当社は、 事業規 模の 拡大に対 応する ため 、業務フ ローや 意思 決定プロ セス

の改善を 図ると とも に、管理 体制及 び内 部統制シ ステム の整 備・充実 に継続

して取り 組んで おり ます。ま た、営 業担 当社員の 育成に 加え 、新卒社 員及び

中堅層を 中心と した 人員体制 の強化 を進 め、 営業 体制の 拡充 に取り組 んでま

いります 。  

 

③権限移 譲の推 進  

当社は、 今後の 事業 成長に向 けて、 経営 判断の迅 速化及 び組 織運営の 効率

化を図る ため、 適切 な権限移 譲を推 進す ることが 重要で ある と認識し ており

ます。執 行役員 制度 の運用や 幹部社 員の 育成を通 じて、 各業 務に応じ た責任

と権限を 明確に し、 より機動 的な組 織体 制の構築 に取り 組ん でまいり ます。  

 

④協業先 の確保  

当社は 、 サービ ス価 値の向上 及び競 争優 位性の維 持・強 化の ため、良 質な

協業先の 確保が 重要 な課題で あると 認識 しており ます。 今後 も、企業 間連携

や業務提 携等を 通じ て、多様 な協業 先と の関係構 築を進 め、 顧客企業 に対す

る提供価 値の向 上に 努めてま いりま す。  

 

⑤ 財務基 盤の強 化  

当社は、 持続的 な事 業成長を 実現す るた めには、 安定し た財 務基盤の 維

持・強化 が重要 であ ると認識 してお りま す。今後 も、事 業拡 大に向け た投資

と財務健 全性の バラ ンスを図 りなが ら、 資金管理 及び財 務管 理体制の 強化に

取り組ん でまい りま す。  

 

⑥コーポ レート ・ ガ バナンス の推進  

当社は、 持続的 な成 長及び企 業価値 の向 上を実現 するた めに は、経営 の透

明性及び 公正性 を高 め、コー ポレー ト・ ガバナン スを充 実さ せること が重要

であると 認識し てお ります。 今後も 、取 締役会及 び監査 役の 機能強化 、内部

統制・リ スク管 理・ コンプラ イアン ス体 制の整備 、適時 適切 な情報開 示及び

IR活動の 充実に 取り 組んでま いりま す。  

 

(５ ) 主 要な事 業内 容  

 当 社 は 、 採 用 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 を 主 た る 事 業 と し て お り 、 顧 客 企 業 の

採 用 課 題 に 応 じ て 、 採 用 戦 略 の 立 案 、 求 人 広 告 ・ 採 用 媒 体 の 選 定 、 人 材 紹 介 、

採 用 ブ ラ ン デ ィ ン グ 、 採 用 ツ ー ル 制 作 、 HRテ ッ ク を 活 用 し た 採 用 支 援 等 の

サービス を提供 して おります 。  
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(６ ) 主 要な営 業所  

名 称  所在地  

東 京本 社  
東京都新 宿区西 新宿 二丁目６ 番１号  

新宿住友 ビル 35階  

東京営業 本部  
東京都新 宿区西 新宿 一丁目 22番２号  

新宿サン エービ ル 12階  

名古屋支 社  
愛知県名 古屋市 中区 錦二丁目 19番１ 号  

名古屋鴻 池ビル ディ ング７階  

大 阪支社  
大阪府大 阪市北 区梅 田一丁目 11番４ 号  

大阪駅前 第４ビ ル５ 階  

福 岡支社  
福岡県福 岡市中 央区 天神三丁 目３番 ５号  

天神大産 ビル６ 階  

 

(７ ) 使 用人の 状況 （ 2026年 ３月 31日現 在）  

従 業 員 数 前期末比 増減  平 均 年 齢 平均勤続 年数  

153名  4名増  29.1歳  4.2年  

（注）従 業員に は臨 時従業員 は含め てお りません 。  

 

(８ ) 主 要な借 入先 の状況（ 2026年 ３月 31日現在 ）  

借 入 先 借 入 額 

株 式会社  日本 政策 金融公庫  128,960 千円  

株 式会社  りそ な銀 行  54,964 

株 式会社  きら ぼし 銀行  52,288 

株 式会社  東日 本銀 行  39,472 

株 式会社  三井 住友 銀行  34,987 

株 式会社  みず ほ銀 行  15,822 

 

(９ ) そ の他会 社の 現況に関 する重 要な 事項  

当 社は、 2026年 ２月 ５日に東 京証券 取引 所  TOKYO PRO Market及び福 岡証券

取 引所  Fukuoka PRO Marketに上場 いた しました 。今後 も、 上場会社 として 、

企業価値 の向上 及び 適時適切 な情報 開示 に努めて まいり ます 。  
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２．株式の状況（ 2026年３月 31日現 在）  

(１ ) 発 行可能 株式 総数     2,000,000株  

 

(２ ) 発 行済株 式の 総数       500,000株  

 

(３ ) 株 主数               ８ 名  

 

(４ ) 大 株主  

株 主 名 持 株 数 持株比率  

髙 﨑誠司  264,800株  52.96% 

By3株式 会社  175,000株  35.00% 

従業員持 株会  25,000株  5.00% 

佐 伯昌哉  15,000株  3.00% 

矢 野雅  10,000株  2.00% 

田 中新也  10,000株  2.00% 

株式会社 ハウス メデ ィア  100株  0.02% 

石 塚義仁  100株  0.02% 

(注）自 己株式 は保 有してお りませ ん。  

 

(５ ) そ の他株 式に 関する重 要な事 項  

当 社は、 2025年 ６月 24日付で 普通株 式１ 株につき 100株 の割 合で株式 分割を

行ってお ります 。  

 

３．会社の新株予約権等に関する事項  

該当事項 はあり ませ ん。  
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４．会社役員に関する事項  

(１ ) 取 締役及 び監 査役の 状 況（ 2026年 ３ 月 31日 現在）  

会社にお ける地 位  氏名  担当及び 重要な 兼職 の状況  

代 表 取 締 役 社 長 C E O 髙 﨑 誠 司  By3株式会 社  代表 取 締役  

常 務 取 締 役 C O O 佐 伯 昌 哉  営業本部 本部長  

取 締 役 矢 野  雅  キャリア 事業部 部長  

取 締 役 C F O 田 中 新 也  管理本部 本部長  

監 査 役 俣 野 和 仁  ―  

（ 注）１ ．監査 役 俣 野和仁 氏 は、会 社法 第２条第 16号に 定め る 社外監 査役で あ

ります。  

２．監査 役 俣野 和仁 氏 は公認 会計士 であ り、 財務 及び会 計に 関する相 当

程度の知 見を有 して おります 。  

 

(２ ) 責 任限定 契約 の内容の 概要  

当社は 、 取締役 及び 監査役と の間で 、責 任限定契 約を締 結し ておりま せ

ん。  

 

(３ ) 補 償契約 の内 容の概要 等  

当社は、 取締役 及び 監査役と の間で 、会 社法第 430条の ２第 １項に規 定す

る補償契 約を締 結し ておりま せん。  

 

(４ ) 役 員等賠 償責 任者保険 契約の 内容 の概要等  

当 社は、 取締役 及び 監査役を 被保険 者と する会社 法第 430条 の３第１ 項に

規定する 役員等 賠償 責任保険 契約を 締結 しており ません 。  
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(５ ) 取 締役及 び監 査役の報 酬等  

区 分 支給人数  報酬等の 総額  

取 締 役 ４名  61,774千 円  

監 査 役 

（うち、社外監査役） 

１名  

（１名）  

3,300千 円  

(3,300千 円 ) 

合 計 

（うち、社外役員） 

５名  

(１名 ) 

65,074千 円  

(3,300千 円 ) 

（ 注）１ ．取締 役の 報酬等の 総額に は、 使用人兼 務取締 役の 使用人分 給与は

含まれて おりま せん 。  

２．当社 は、業 績連 動報酬等 及び非 金銭 報酬等を 支給し てお りません 。   

３．取締 役の報 酬限 度額は、 株主総 会に おいて、 取締役 全員 の１か年

の報酬総 額を年 額 200,000千 円以内 と 決 議されて おりま す。  

４．監査 役の報 酬限 度額は、 株主総 会に おいて、 監査役 の１ か年の報

酬総額を 年額 10,000千円以内 と決議 され ておりま す。  

 

（ ６ ) 社 外役員 に関 する事項  

①重要な 兼職の 状況 及び当社 と当該 兼職 先との関 係  

該当事項 はあり ませ ん。なお 、監査 役  俣野和仁 氏は公 認会 計士であ りま

すが、当 社との 間に 特別な利 害関係 はあ りません 。  

 

②当事業 年度に おけ る主な活 動状況  

区 分 氏 名 主な活動 状況  

監査役  俣野  和 仁  

当事業年 度開催 の 取 締役会 13回のう ち 13回に出席

し、公認 会計士 とし ての専門 的見地 から 、必要に 応

じて発言 を行っ てお ります。  
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議に関する事項  

(１ ) 業 務の適 正を 確保する ために 必要 な体制  

当社は、 取締役 会に おいて、 業務の 適正 を確保す るため の体 制に関す る基

本方針を 決議し てお ります。 その概 要は 、次のと おりで あり ます。  

 

①取締役 及び使 用人 の職務の 執行が 法令 及び定款 に適合 する ことを確 保する

ための体 制  

当 社 は 、 法 令 、 定 款 及 び 社 内 規 程 を 遵 守 し 、 健 全 な 企 業 活 動 を 行 う た め 、

コンプラ イアン ス体 制の整備 ・運用 を行 っており ます。 また 、役職員 に対

し、必要 に応じ て教 育・周知 を行う こと により、 法令遵 守意 識の向上 に努

めており ます。  

 

②取締役 の職務 の執 行に係る 情報の 保存 及び管理 に関す る体 制  

当社は、 取締役 会議 事録、稟 議書、 契約 書その他 取締役 の職 務執行に 係

る重要な 文書及 び情 報につい て、法 令及 び社内規 程に基 づき 、適切に 保存

及び管理 を行っ てお ります。  

 

③損失の 危険の 管理 に関する 規程そ の他 の体制  

当社は、 事業活 動に 伴う各種 リスク を適 切に把握 ・管理 する ため、社 内

規程に基 づき、 担当 部門にお いてリ スク の把握、 対応及 び報 告を行う 体制

を整備し ており ます 。また、 重要な リス クについ ては、 必要 に応じて 取締

役会等に 報告し 、対 応方針を 協議す る体 制として おりま す。  

 

④取締役 の職務 の執 行が効率 的に行 われ ることを 確保す るた めの体制  

当社は、 取締役 会を 原則とし て定期 的に 開催し、 重要な 業務 執行につ い

て審議・ 決定し てお ります。 また、 職務 権限規程 その他 の社 内規程に 基づ

き、各取 締役及 び各 部門の職 務分掌 、権 限及び責 任を明 確に すること によ

り、効率 的な業 務執 行体制を 確保し てお ります。  

 

⑤使用人 の職務 の執 行が法令 及び定 款に 適合する ことを 確保 するため の体制  

当社は、 使用人 が法 令、定款 及び社 内規 程を遵守 して業 務を 遂行する よ

う、コン プライ アン スに関す る社内 教育 及び情報 共有を 行う とともに 、内

部通報制 度等を 通じ て不正行 為等の 早期 発見及び 是正に 努め ておりま す。  

 

⑥監査役 の監査 が実 効的に行 われる こと を確保す るため の体 制  

当社は、 監査役 が必 要に応じ て取締 役会 その他重 要な会 議に 出席し、 取

締役及び 使用人 から 職務執行 の状況 につ いて報告 を受け るこ とができ る体

制を整備 してお りま す。また 、監査 役か ら職務を 補助す べき 使用人の 配置

を求めら れた場 合に は、必要 に応じ て対 応するも のとし てお ります。  
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⑦監査役 への報 告体 制及び報 告者の 保護 に関する 体制  

取締役及 び使用 人は 、当社に 著しい 損害 を及ぼす おそれ のあ る事実、 法

令・定款 違反又 は不 正行為の 事実を 発見 した場合 には、 速や かに監査 役に

報告する 体制と して おります 。また 、監 査役へ報 告を行 った 者が、当 該報

告を理由 として 不利 な取扱い を受け ない 体制を確 保して おり ます。  

 

⑧監査役 の職務 の執 行につい て生ず る費 用等の処 理に関 する 体制  

当社は、 監査役 がそ の職務の 執行に つい て必要な 費用の 前払 又は償還 等

を請求し た場合 には 、当該請 求が監 査役 の職務の 執行に 必要 でないと 認め

られる場 合を除 き、 速やかに 処理す るも のとして おりま す。  

 

⑨反社会 的勢力 排除 に向けた 基本方 針及 び体制  

当社は、 反社会 的勢 力との一 切の関 係を 遮断する ことを 基本 方針とし 、

反社会的 勢力排 除規 程に基づ き、新 規取 引開始時 の確認 及び 既存取引 先等

に関する 定期的 な確 認を行う 体制を 整備 しており ます。 また 、反社会 的勢

力による 不当要 求に 対しては 、警察 、暴 力追放運 動推進 セン ター、顧 問弁

護士等の 外部専 門機 関と連携 し、組 織的 かつ適切 に対応 する ものとし てお

ります。  

 

（２）業 務の適 正を 確保する ための 体制 の運用状 況の概 要  

 当 事 業 年 度 に お い て 、 当 社 は 、 上 記 基 本 方 針 に 基 づ き 、 取 締 役 会 を 開 催 し 、

重要な業 務執行 の決 定及び取 締役の 職務 執行の監 督を行 って まいりま した。

また、社 内規程 に基 づく職務 権限及 び業 務分掌に 従い、 各部 門におけ る業務

執行の適 正性及 び効 率性の確 保に努 めて おります 。  

 

 コンプ ライア ンス 及びリス ク管理 につ きまして は、法 令・ 社内規程 の遵守

に関する 周知を 行う とともに 、業務 上の リスクの 把握及 び対 応に努め ており

ます。ま た、必 要に 応じて取 締役会 等に おいて重 要事項 の報 告及び協 議を

行ってお ります 。  

 

 監査役 は、取 締役 会への出 席、取 締役 及び使用 人から の報 告聴取、 重要書

類の閲覧 等を通 じて 、取締役 の職務 執行 状況及び 内部統 制シ ステムの 整備・

運用状況 を監査 して おります 。  

 

 反社会 的勢力 排除 に向けた 対応に つき ましては 、反社 会的 勢力排除 規程に

基づき、 新規取 引開 始時の確 認及び 既存 取引先等 に関す る定 期的な確 認を実

施し、反 社会的 勢力 との関係 遮断に 努め ておりま す。  



- 20 - 

 

貸 借 対 照 表 

（ 2026年 3月 31日現 在）  
（単位： 千円）  

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 1,041,935 流 動 負 債 763,491 

現 金 及 び 預 金 436,065 買 掛 金 500,146 

売 掛 金 521,641 １年内返済予定の長期借入金 113,292 

前 払 費 用 43,254 未 払 金 20,177 

未 収 入 金 44,081 未 払 費 用 23,509 

そ の 他 137 未 払 法 人 税 等 24,085 

貸 倒 引 当 金 △ 3,277 未 払 消 費 税 等 26,975 

固 定 資 産 166,009 賞 与 引 当 金 42,332 

有 形 固 定 資 産 48,946 そ の 他 12,975 

建 物 （ 純 額 ） 45,385 固 定 負 債 213,201 

工具、器具及び備品（純額） 3,560 長 期 借 入 金 213,201 

車両運搬具（純額） 0 負 債 合 計 976,695 

無 形 固 定 資 産 31,472 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ エ ア 31,472 株 主 資 本 231,249 

投 資 そ の 他 の 資 産 85,591 資 本 金 30,000 

投 資 有 価 証 券 0 利 益 剰 余 金 201,249 

長 期 前 払 費 用 14 利 益 準 備 金 796 

保 険 積 立 金 7,865 そ の 他 利 益 剰 余 金 200,452 

敷 金 保 証 金 60,495 繰 越 利 益 剰 余 金 200,452 

繰 延 税 金 資 産 16,693   

そ の 他 522 純 資 産 合 計 231,249 

資 産 合 計 1,207,945 負 債 純 資 産 合 計 1,207,945 
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損 益 計 算 書 

（ 2025年 4月 1日 から 2026年 3月 31日 まで ）  
（単位： 千円）  

科 目 金 額 

売 上 高  1,534,485 

売 上 原 価  82,548 

売 上 総 利 益  1,451,937 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,345,970 

営 業 利 益  105,966 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 936  

助 成 金 ・ 補 助 金 収 入 2,310  

雑 収 入 410 3,658 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 4,608  

そ の 他 14 4,623 

経 常 利 益  105,002 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 4,023 4,023 

税 引 前 当 期 純 利 益  100,978 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  38,664  

法 人 税 等 調 整 額 △ 8,193 30,471 

当 期 純 利 益  70,507 
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株主資本等変動計算書 

（ 2025年 4月 1日 から 2026年 3月 31日 まで ）  
（単位： 千円）  

 株 主 資 本  

純 資 産  

合 計  資 本 金  

利 益 剰 余 金  

株 主 資 本  

合 計  
利 益  

準 備 金  

そ の 他 利 益  

剰 余 金  利 益 剰 余 金  

合 計  繰 越 利 益  

剰 余 金  

当 期 首 残 高  3 0 , 0 0 0  ―  1 3 8 , 7 0 5 1 3 8 , 7 0 5 1 6 8 , 7 0 5 1 6 8 , 7 0 5 

当 期 変 動 額        

剰 余 金 の 配 当  ―  7 9 6  △ 8 , 7 5 9  △ 7 , 9 6 3  △ 7 , 9 6 3  △ 7 , 9 6 3  

当 期 純 利 益  ―  ―  7 0 , 5 0 7  7 0 , 5 0 7  7 0 , 5 0 7  7 0 , 5 0 7  

株 主 資 本 以 外

の 項 目 の 当 期

変動額（ 純額） 

―  ―  ―  ―  ―  ―  

当期変動 額合計 ―  7 9 6  6 1 , 7 4 7  6 2 , 5 4 4  6 2 , 5 4 4  6 2 , 5 4 4  

当 期 末 残 高  3 0 , 0 0 0  7 9 6  2 0 0 , 4 5 2 2 0 1 , 2 4 9 2 3 1 , 2 4 9 2 3 1 , 2 4 9 
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個 別 注 記 表 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

(１ ) 資 産の評 価基 準及び評 価方法  

①有価証 券の評 価基 準及び評 価方法  

その他有 価証券  

市場価格 のない 株式 等  

移動平均 法によ る原 価法を採 用して おり ます。  

 

(２ ) 固 定資産 の減 価償却の 方法  

①有形固 定資産  

定率法に よって おり ます。た だし、 2016年４月１ 日以降 に取 得した建

物附属設 備につ いて 定額法に よって おり ます。  

なお、主 な耐用 年数 は 以下の とおり です 。  

建物附属 設備   10～ 15年  

工具器具 備品  ５ ～ 10年  

②無形固 定資産  

自社利用 ソフト ウ エ アについ ては、 社内 における 利用可 能期 間（ ５

年）に基 づく定 額法 を採用し ており ます 。  

 

(３ ) 引 当金の 計上 基準  

①貸倒引 当金  

債権の貸 倒れに よる 損失に備 えるた め、 一般債権 につい ては 貸倒実績

率により 、貸倒 懸念 債権等特 定の債 権に ついては 個別に 回収 可能性を 勘

案し、回 収不能 見込 額を計上 してお りま す。  

②賞与引 当金  

従業員の 賞与支 給に 備えるた め、支 給見 込額に基 づき当 事業 年度に負

担すべき 額を計 上し ておりま す。  

 

(４ ) 収 益及び 費用 の計上基 準  

顧客との 契約か ら生 じる収益 に関す る主 要な事業 におけ る主 な履行義

務の内容 及び当 該履 行義務を 充足す る通 常の時点 （収益 を認 識する通 常

の時点） は以下 の通 りです。  

 

①求人広 告掲載  

顧客との 請負契 約に 基づき、 当社は 代理 人として 履行義 務で ある広告

掲載を実 施しま す。 収益は、 契約書 に記 載された 金額を もと に、広告 を

掲載した 時点で 認識 しており ます 。  

また、当 取引は 代理 人取引に 該当す るた め、手数 料部分 を収 益として 認

識してお ります 。  

②人材紹 介  

顧客との 請負契 約の もと、当 社が本 人と して履行 する義 務は 求職者の

内定日で あり、 契約 書に記載 された 金額 に基づい て、求 職者 が内定し た

日をもっ て収益 を 認 識してお ります 。  
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③イベン ト型  

請負契約 により 、当 社が本人 として イベ ントの開 催を履 行義 務とし、

契約書記 載の金 額に 基づいて 、イベ ント を開催し た時点 で収 益を認識 し

ておりま す 。  

④人事コ ンサル ティ ング  

サービス 提供開 始時 点におい て収益 を認 識してお ります 。  

⑤採用ツ ール制 作サ ービス  

納品時点 で収益 を認 識 してお ります 。  

 

(５ ) 消 費税等 の会 計処理  

消費税及 び地方 消費 税の会計 処理は 税抜 方式によ ってお り、 控除対象

外 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 は 、 当 事 業 年 度 の 費 用 と し て 処 理 し て お り ま す 。  

 

２．会計上の見積りに関する注記  

(１ ) 繰 延税金 資産 の回収可 能性  

①当事業 年度の 計算 書類に計 上した 金額  

繰延税金 資産    16,693千 円  

 

②識別し た項目 に係 る重要な 会計上 の見 積りの内 容に関 する 情報  

繰延税金 資産は 、将 来の課税 所得の 見積 りに基づ き回収 可能 性を判断

したうえ で計上 して おります 。将来 の課 税所得の 見積り は事 業計画を 基

礎として おり、 当該 見積りに は不確 実性 を伴うた め、実 際の 課税所得 が

見積りと 異なっ た場 合には、 翌事業 年度 の計算書 類にお いて 繰延税金 資

産の金額 に重要 な影 響を与え る可能 性が あります 。  

 

３．貸借対照表に関する注記  

(１ ) 有 形固定 資産 の減価償 却累計 額    43,686 千 円  

 

４．損益計算書に関する注記  

該当事項 はあり ませ ん。  

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記  

(１ ) 当 事業年 度末 における 発行済 株式 の種類及 び総数  

株式の種 類  
当事業年 度期首  

株式数（ 株）  

当事業年 度増加  

株式数（ 株）  

当事業年 度減少  

株式数（ 株）  

当事業年 度末  

株式数（ 株）  

発行済株 式      

普通株式  500,000 －  －  500,000 

合  計  500,000 －  －  500,000 

 

(２ ) 当 事業年 度末 における 自己株 式の 種類及び 数  

該当事項 はあり ませ ん。  
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(３ ) 剰 余金の 配当 に関する 事項  

①配当金 支払額    7,963千円  

 

②基準日 が当事 業年 度に属す る配当 のう ち、配当 の効力 発生 日が翌事 業年度

となるも の  

 

2026年６ 月 29日 開催 予定の第 18期定 時株 主総会に おいて 、次 のとお り 付議

する予定 であり ます 。  

配当金の 総額  10,575千 円  

１株当た りの配 当額  21円 15銭  

基 準日  2026年３ 月 31日  

効力発生 日  2026年６ 月 30日  

配当の原 資  利益剰余 金  

 

(４ ) 当 事業年 度末 日におけ る新株 予約 権に関す る事項  

該当事項 はあり ませ ん。  

 

６．税効果会計に関する注記  

繰延税金 資産 及 び繰 延税金負 債 の発 生の 主な原因 別の内 訳 は 、次のと おり

でありま す。  

繰延税金 資産  

賞与引当 金               14,998 千円  

敷金償却                 7,983 千円  

貸倒損失                 4,247 千円  

未払事業 税                2,632 千円  

その他                  6,174 千円  

繰延税金 資産 小 計             36,035 千円  

評価性引 当額             △ 16,555 千円  

繰延税金 資産合 計             19,479 千円  

 

繰延税金 負債  

倒産防止 共済掛 金           △ 2,786 千円  

繰延税金 負債 合 計            △ 2,786 千円  

 

繰延税金 資産の 純額            16,693 千円  
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７．金融商品に関する注記  

(１ ) 金 融商品 の状 況に関す る事項  

①金融商 品に対 する 取組方針  

当社は、 資金運 用に ついては 短期的 な預 金等に限 定し、 また 、資金調

達につい ては銀 行等 の金融機 関から の借 入及び新 株発行 によ る方針で あ

ります。 また、 デリ バティブ 取引に 関し ては行わ ない方 針で あります 。  

 

②金融商 品の内 容及 びそのリ スク  

営業債権 である 売掛 金は、顧 客の信 用リ スクに晒 されて おり ます。営

業債務で ある買 掛金 及び未払 金は、 その ほとんど が２ヶ 月以 内の支払 期

日であり 、流動 性リ スクに晒 されて おり ます。  

借入金は 長期の 運転 資金を目 的とし たも のであり ますが 、金 利 変動リ

スクに晒 されて おり ます。  

 

③金融商 品に係 るリ スク管理 体制  

ａ .信用 リスク （取 引先の契 約不履 行等 に係るリ スク） の管 理  

営業債権 は売掛 金等 について は、経 常的 に発生し ており 、担 当者が、

所定の手 続きに 従い 、債権回 収の状 況を 定期的に モニタ リン グを行い 、

支払遅延 の早期 把握 や回収リ スクの 軽減 を図って おりま す。  

特に金額 等の重 要性 が高い取 引につ いて は、取締 役会に おい て、取引 実

行の決定 や回収 状況 の報告な どを行 いま す。  

ｂ .市場 リスク （為 替や金利 等の変 動リ スク）の 管理  

借入金は 主に営 業取 引に係る 資金調 達に よるもの です。 変動 金利の借

入金は金 利の変 動リ スクに晒 されて おり ますが、 定期的 に市 場金利の 状

況を把握 するこ とに より、金 利変動 リス クを管理 してお りま す。  

ｃ .資金 調達に 係る 流動性リ スク（ 支払 期日に支 払いを 実行 できなく なる

リスク） の管理  

買掛金及 び未払 金に ついては 月次単 位で の支払予 定を把 握す るととも

に、手元 流動性 の維 持などに より流 動性 リスクを 管理し てお ります。  

 

④金融商 品の時 価等 に関する 事項に つい ての補足 説明  

金融商品 の時価 の算 定におい ては変 動要 因を織り 込んで いる ため、異

なる前提 条件等 を採 用するこ とによ り、 当該価額 が変動 する ことがあ り

ます。  
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(２ ) 金 融商品 の時 価等に関 する事 項  

（単位： 千円）  

 貸借対照 表計上 額  時価  差額  

現金及び 預金  436,065 436,065 －  

売 掛金  521,641 521,641 －  

敷金保証 金  60,495 39,566 △ 20,929 

保険積立 金  7,865 －  －  

資 産  計  1,026,066 997,272 △ 20,929 

買 掛金  500,146 500,146 －  

未 払金  20,177 20,177 －  

１年内返 済予定 の  

長期借入 金  
113,292 115,457 2,165 

長期借入 金  213,201 309,317 96,116 

負 債  計  846,816 945,097 98,281 

（注）金 融商品 の時 価の算定 方法  

資 産  

現金及び 預金、 売掛 金  

これらは 短期間 で決 済される もので ある ため、時 価は帳 簿価 額と近似 し

ているこ とから 、当 該帳簿価 額によ って おります 。  

 

敷金保証 金  

合理的に 見積も った 返還予定 時期に 基づ いて、将 来キャ ッシ ュ・フロ ー

を国債 利 回り等 の適 切な利率 で割り 引い た現在価 値によ り算 定してお りま

す。  

 

保険積立 金  

時価を把 握する こと が極めて 困難と 認め られるた め、時 価を 記載して お

りません 。  

 

負 債  

買 掛金、 未払金  

これらは 短期間 で決 済される もので ある ため、時 価は帳 簿価 額と近似 し

ているこ とから 、当 該帳簿価 額によ って おります 。  

 

１年内返 済予定 の長 期借入金 、 長期 借入 金  

元利金の 合計額 を、 同様の新 規借入 を行 った場合 に想定 され る利率で 割

り引いた 現在価 値に より算定 してお りま す。  

 

８．収益 認識に 関す る注記  

 顧客と の契約 から 生じる収 益を理 解す るための 基礎と なる 情報は、「１．

重要な会 計方針 に係 る事項に 関する 注記  (４ ) 収益及 び費 用の計上 基準」

に記載の とおり であ ります。  

 

９．関連 当事者 との 取引に関 する注 記  

該当事項 はあり ませ ん。  
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10．１株当たり情報に関する注記  

１株当た り純資 産額          462円 50銭  

１株当た り当期 純 利 益         141円 02銭  

 

（注）１ ．潜在 株式 調整後１ 株当た り当 期純利益 につい ては 、潜在株 式が存 在

しないた め記載 して おりませ ん。  

２．当社 は、 2025年 ６月 24日 付で普 通株 式１株に つき 100株 の割合で 株式

分割を行 ってお りま す。前事 業年度 の期 首に当該 株式分 割が 行われ

たと仮定 し、１ 株当 たり純資 産額及 び１ 株当たり 当期純 利益 を算定

しており ます。  

 

11．重要な後発事象に関する注記  

該当事項 はあり ませ ん。  
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監  査  報  告  書  

 

2025 年 4 月１日 か ら 2026 年 3 月 31 日までの 第 18 期事 業年度の 取締役 の職

務 の 執 行 に つ い て 監 査 い た し ま し た 。 そ の 方 法 及 び 結 果 に つ き 以 下 の と お り 報

告いたし ます。  

 

１．監査 の方法 及び その内容  

私 は 、 取 締 役 及 び 使 用 人 等 と 意 思 疎 通 を 図 り 、 情 報 の 収 集 及 び 監 査 環 境 の

整 備 に 努 め る と と も に 、 取 締 役 会 そ の 他 重 要 な 会 議 に 出 席 し 、 取 締 役 及 び 使

用 人 等 か ら そ の 職 務 の 執 行 状 況 に つ い て 報 告 を 受 け 、 必 要 に 応 じ て 説 明 を 求

め 、 重 要 な 決 裁 書 類 等 を 閲 覧 し 、 本 店 及 び 主 要 な 事 業 所 に お い て 業 務 及 び 財

産の状況 を調査 いた しました 。  

さ ら に 、 会 計 帳 簿 及 び こ れ に 関 す る 資 料 の 調 査 を 行 い 、 当 該 事 業 年 度 に 係

る 計 算 書 類 （ 貸 借 対 照 表 、 損 益 計 算 書 、 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 及 び 個 別 注 記

表）及び その附 属明 細書につ いて検 討い たしまし た。  

 

２．監査 の結果  

 (1) 事業報 告等 の監査結 果  

①  事 業 報 告 及 び そ の 附 属 明 細 書 は 、 法 令 及 び 定 款 に 従 い 、 会 社 の 状 況 を

正しく示 してい るも のと認め ます。  

②  取 締 役 の 職 務 の 執 行 に 関 す る 不 正 の 行 為 又 は 法 令 若 し く は 定 款 に 違 反

する重大 な事実 は認 められま せん。  

 

 (2) 計算書 類及 びその附 属明細 書の 監査結果  

   計 算 書 類 及 び そ の 附 属 明 細 書 は 、 会 社 の 財 産 及 び 損 益 の 状 況 を す べ て

の重要な 点にお いて 適正に表 示して いる ものと認 めます 。  

 

2026 年 6 月 1 日  

株式会社 プレシ ャス パートナ ーズ  

監査役   俣野  和 仁  

 

 


